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【事務局】 
総務省自治行政局地域 DX 推進室 
 
【資料】 
 資料１－１ 自治体フロントヤード改革に係る手順書骨子案 
 資料１－２ 自治体フロントヤード改革に係る手順書目次案 
 資料２   都道府県と市町村が連携した地域DX推進体制の強化について 
 
○議事次第 
1. 開会 
2. 議事 

① 自治体フロントヤード改革に係る手順書の作成について 
② 都道府県と市町村が連携した地域 DX 推進体制の強化について 

3. 閉会 
 
〇議事概要 
【① 自治体フロントヤード改革に係る手順書の作成について】 
 自治体フロントヤード改革の推進や手順書の内容・方向性について賛同する。他方で、

手順書を公開することが、基礎自治体にさらなる業務負荷をかけることに繋がるので
はないかと懸念している。また、デジタル行財政改革の観点からすると、自治体フロン
トヤード改革を、基礎自治体単位で検討するよりかは、都道府県単位等の広域で検討す
ることも考えていく必要があるのではないかと考える。とはいえ、書かない窓口の取組
が多くの自治体で推進されているように、自治体 DX に前向きな基礎自治体があるこ
とも事実であり、この手順書を示していく必要性も感じる。これらの状況を踏まえる
と、この時点で、各基礎自治体において、「自治体DX 推進手順書」がこれまでどの程
度利用されてきたか把握してもよいと考える。 

 
 今後は、自治体間で人材や各種の取組を共同化することも議論いただきたい。 
 
 手続案内システムについては、一般に庁舎内での提供、利用を想定されていると考える

が、自治体の HP 上で同様の機能を提供することで、オンライン申請やコンビニ交付
等を住民に案内し、来庁の必要性を減らすことができるため、自治体フロントヤード改
革において大変重要と考える。書かない窓口については、基幹系システムとのデータ連
携が必要になることが多いため、標準化・共通化が完了するまでに導入すると二重投資
のリスクがある。それまでの間は、転入、死亡など、ライフイベントごとに手続を整理、
集約し、BPR に取り組むことで、業務を効率化することもできるため、このような取



組を記載することを検討いただきたい。加えて、都道府県・広域連携の取組事例として、
以前から行われ、最近は最新の機能を取り入れたり、再調達されたりしている電子申請
システム共同化の取組についても掲載いただきたい。 

 
 総務省が想定する自治体フロントヤード改革の進め方について、資料では、目指す姿を

設定してから現状分析・課題整理を行うという順序で整理されている。しかし、自治体
が目指す姿を設定する際は、現状分析や課題整理を踏まえて自治体の特性に応じた目
指す姿を設定することが重要と考える。また、自治体フロントヤード改革を進めるにあ
たり目指す姿の設定について首長や関係各課に共有することはもちろんだが、目指す
姿の達成に向けた取組方針や取組の方向性も共有しておくことが必要と考える。様々
な自治体と話をしていると、オンライン申請や書かない窓口の導入が進んでいるが、そ
れぞれの取組を別のものとして捉えている自治体があり、そのような自治体には行政
手続を「セルフ型」、「オンライン型」、「対人型」に分類し、相互の関係を理解してもら
うようにしている。フロントヤードのサービスに対して、住民をどこに誘導していくの
か、またどの方法に需要があるのか戦略を立てて、取組方針・取組の方向性を検討する
ことが重要と考える。また、国の取組については、デジタル庁が作成・提供している「デ
ジタル実装の優良事例を支えるサービス／システムのカタログ」や「モデル仕様書」に
もフロントヤード改革に関するものがあるため、その旨を掲載してはどうか。 
 

 フロントヤード改革の様々な取組は、ネットワークの三層の対策の三層をまたぐもの
が多いため、セキュリティ、個人情報、三層の対策との関係を明示していただけるとよ
いと考える。 
 

 書かない窓口等、個々の取組を導入すべきか判断するための基準をこの手順書に記載
いただきたいと考える。また、行政手続にどのソリューションを適用すべきか判断する
ための基準についても可能であれば記載いただきたい。自治体フロントヤード改革の
事業全体の必要性・メリットだけでなく、個別の取組の必要性・メリットも記載するこ
とで、自治体の検討に資する手順書になると考える。加えて、リスクやデメリットも記
載することで、リスクへの対策についても検討することができ、自治体が改革を進める
助けになると考える。 
 

 「自治体フロントヤード改革に係る手順書」が自治体に活用され、役立つものとなるよ
うに作成をお願いしたい。そのためにも、「自治体の行政手続のオンライン化に係る手
順書」がどの程度活用されているか把握する必要があると考える。また、作成される
「自治体フロントヤード改革に係る手順書」には、「自治体の行政手続のオンライン化
に係る手順書」とはどこが異なり、どのような点が刷新されたかを示すことで、自治体



の活用の利便性も高まると考える。 
 

 「自治体フロントヤード改革に係る手順書」を策定・公表するにあたり、自治体フロン
トヤード改革の取組は、自治体 DX 推進計画の計画期間終了後である令和８年度以降
も継続されるべきものである旨明記いただきたい。 
 

【② 都道府県と市町村が連携した地域 DX 推進体制の強化について】 
 人材が枯渇している中小規模自治体においてデジタル人材に期待されているのは、自

治体 DX への取組方針を示すだけでなく、実際に職員と一緒に DX に取り組み、現場
で指導することである。このことを念頭に置いて、デジタル人材の任命や研修を行って
いただきたい。 

 
 好事例だけではなく、先進事例における課題や反省点も示していただきたい。 
 
 自治体が必要としているデジタル人材は、職員と同様に業務を遂行できる人材である。

一方で、職員のリソースが、国からの照会への対応に割かれている状況があるため、照
会の効率化について検討いただきたい。 

 
 国がデジタル人材を確保するのであれば、任期を終えた後のキャリアパスも検討する

必要がある。登用された人材にとってメリットがあるよう検討していただきたい。 
 

 都道府県と市町村が連携した DX 推進体制の構築に係る取組を推進するにあたり、都
道府県の負担を考慮したうえで体制を構築する必要があると考える。また、都道府県が
市町村を支援する際のノウハウが不足していると考えられるため、取組の利点や課題
を含め、先進事例の共有を積極的に進めていただきたい。 

 
 本自治体では以前よりデジタル人材を登用してきたが、任期満了後のキャリアパスを

提示できないために人材の確保に苦慮している。国が主導してデジタル人材を確保す
るにあたっては、デジタル人材として自治体を支援することで得られる経験やスキル
セットを発信し、自治体を支援した経歴が次のキャリアに繋がりやすくなるよう取り
組んでいただきたい。 

 
以上 


